
パフォーマンスハイライト

 連結経営指標等

財務指標 第7期
（2019年3月）

第8期
（2020年3月）

第9期
（2021年3月）

第10期
（2022年3月）

第11期
（2023年3月）

売上高
(百万円)

90,883 93,341 91,939 91,936 97,752

営業利益
(百万円)

2,736 2,321 3,382 4,625 4,847

経常利益
(百万円)

2,891 2,253 3,402 4,172 4,704

親会社株主に帰属する当期純利益
(百万円)

1,031 843 1,408 3,279 2,919

包括利益
(百万円)

369 393 1,883 3,827 3,773

純資産額
(百万円)

51,855 51,446 52,528 55,558 58,460

総資産額
(百万円)

99,222 100,592 101,015 100,242 106,322

1株当たり純資産額
(円)

2,960.48 2,946.51 3,047.67 3,187.31 3,329.49

1株当たり当期純利益金額
(円)

63.96 52.28 87.29 203.17 180.78

自己資本比率
(%)

48.1 47.3 48.7 51.3 50.6

自己資本利益率（ROE）
(%)

2.1 1.8 2.9 6.5 5.5

総資産利益率（ROA）
〈純利益ベース〉
(%)

1.05 0.84 1.40 3.26 2.83

株価収益率
（倍）

20.59 18.17 18.09 7.28 13.00

営業活動によるキャッシュ・フロー
(百万円)

3,247 1,532 7,055 4,140 2,245

投資活動によるキャッシュ・フロー
(百万円)

△2,757 △4,636 △1,906 △1,460 △1,923

財務活動によるキャッシュ・フロー
(百万円)

798 △141 1,229 △5,781 △2,202

現金及び現金同等物の期末残高
(百万円)

12,031 8,741 15,122 12,448 10,659

（注）1. 潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。
 2.  1株当たり純資産の算定上、㈱日本カストディ銀行（信託E口）が保有する当社株式を期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めています。また、1株当たり当期純利益金額の算定上、期中

平均株式数の計算において控除する自己株式に含めています。
 3.  ｢収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を第10期の期首から適用しており、第10期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の

指標等となっています。

 非財務指標 （連結）

 非財務指標 （単体）

非財務指標 第7期
（2019年3月）

第8期
（2020年3月）

第9期
（2021年3月）

第10期
（2022年3月）

第11期
（2023年3月）

研究開発費 (百万円) 3,303 3,052 3,001 2,962 3,044

設備投資額 (百万円) 2,210 2,520 1,926 1,635 2,117

従業員数 (人) 2,571 2,676 2,639 2,592 2,536

［外、平均臨時雇用人員］ ［601］ ［616］ ［557］ ［575］ [558]

年間総実労働時間 (時間／年／人)※1 2,253 2,256 2,251 2,308 2,335

休業災害度数率 (度数率)※1 0.35 0.5 0.00 0.17 0.00

非財務指標 第7期
（2019年3月）

第8期
（2020年3月）

第9期
（2021年3月）

第10期
（2022年3月）

第11期
（2023年3月）

管理職に占める女性労働者の割合（％）※2 ー ー ー ー 1.5

男性労働者の育児休業取得率（％）※3 ー ー ー ー 33.3

全労働者の男女の賃金差異（％）※2 ー ー ー ー 70.6

エネルギーCO2排出量（国内）（t-CO2） 17,473 16,620 15,555 15,535 17,181

廃棄物総量（国内）（t）
※生産拠点地区

1,892.8 1,881.1 1,865 1,954 1,864

水使用量（国内）（千t）
※生産拠点地区

155 125 128 149 166

※1 集計値の期間：前年度の1月～12月。

※2は第11期から開示している項目。「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したもの。
※3 は第11期から開示している項目。「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を
行う労働者の福祉に関する法律施行規則」（平成３年労働省令第25号）第71条の４第１号における育児休業等の取得割合を算出したもの。
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